
大学全体の経営理念における産学官連携活動の取組方針

大学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

民間企業
のみ 位

大企業 位

中小企業 位

※順位は2018年度の受入額を国公私立で比較したもの

運営費交付金 百万円

研究者数 名 実用化数 件

窓口

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

民間企業
のみ 位

産学連携担当部署 大企業 位

名 中小企業 位

※順位は2018年度の受入額を国公私立で比較したもの

※専門家を配置している場合は、赤色で表示されます。

産学連携業務分担

※該当する業務は、赤色で表示されます。

4 C07 有機化学 1

5 G01 測定、試験 1

1 A23 食品・食料品等 3

2 A61 医学・獣医学；衛生学 2

3 C12 生化学、微生物学、遺伝子工学等 2

特許保有件数 20 0.122 その他

出願数上位技術分野（2018年公開）

順位 IPC 分野 件数

特許権実施等件数 1 実施等件数
あたり

研究者あたり 不実施補償を求めない場合がある 特許権実施等収入（千円） 11 11.0

特許出願件数 1 0.006 原則、不実施補償は求めない

企業ニーズに適応した技術移転・事業化提案

職務発明の帰属
大学 発明者 不実施補償の取扱

未設定 契約雛形の条項に従う

契約書での成果目標、達成時の明記

共同研究契約の締結/判断（契約権限の集中）

共同研究の進捗管理とフィードバック

共同研究等の企画・提案

専門家の配置 弁護士 弁理士 税理士 公認会計士 その他

産連本部 他部署 外部委託

6,452 3 12,486 3

実務担当者数 1 164 1,452 2 7,486

実務者当たり研究者数 5,000 1 5,000 1

2

順位※
受入額（千円） 件数 受入額（千円） 件数

65,495 20 27,697 10

http://www.fpu.ac.jp/renkei/index.html

■受託研究
2017年度 2018年度

164 2

交流・研究支援部　連携・研究推進課

中村　幸弘

j-nakamura-y@fpu.ac.jp

3,681 8 2,366 6

0776-61-6000（代表）

件数

16,670 20 11,800

10％以上15％未満 有

4

6,681 13 5,822 10

3,000 5 3,456

受入額（千円） 件数 受入額（千円）

17

■共同研究
2017年度 2018年度

順位※

科研費 その他政府系資金

(千円)

民間資金

(千円)

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

金額 件数

84,760 45 21,189 44,208

無 有 無

　基 礎 情 報

公

立 福井県立大学

外部資金

1
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、赤色で表示されます。

産学連携へのインセンティブ

クロスアポイントメントの実績（人）

件

件

クロアポ規定 企業とのクロアポ 件

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実用化事例

内、マッチングを行い、契約締結した件数 0

0 平均(目安)交渉期間 6ヶ月以上9ヶ月未満

産学連携本部が関与した1000万円以上の共同研究 0

有 無 可能 不可 分野横断型共同研究

インセンティブ設計あり インセンティブ設計なし

大学・民間企業以外

受入 派遣

民間企業

共同研究取扱規程

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象） イベント名

株式の取扱等規程、ポリシー

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学生対象）

研究成果有体物取扱規程

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学生対象）

発明補償関係規程（教職員のみ対象）

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設立ポリシー・推進計画 支援総額（千円） 利用件数

有 無知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学生対象）

実施時期

インキュベーション施設

相談窓口 支援ファンド 有 無

有 無 有 無 部屋数

URA当たり研究者数

実務担当者数 0 大学発ベンチャー数

組織的産学連携活動

ベンチャー支援体制

産学官連携を目的とした主なイベント・外部の展示会等

その他の体制整備
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大学全体の経営理念における産学官連携活動の取組方針

大学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

民間企業
のみ 位

大企業 位

中小企業 位

※順位は2018年度の受入額を国公私立で比較したもの

運営費交付金 百万円

研究者数 名 実用化数 件

窓口

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

民間企業
のみ 位

産学連携担当部署 大企業 位

名 中小企業 位

※順位は2018年度の受入額を国公私立で比較したもの

※専門家を配置している場合は、赤色で表示されます。

産学連携業務分担

※該当する業務は、赤色で表示されます。

4 G08 信号 1

5 G09 教育、暗号方法、表示、広告、シール 1

1 G06 計算、計数 3

2 G01 測定、試験 2

3 A61 医学・獣医学；衛生学 1

特許保有件数 12 0.156 その他

出願数上位技術分野（2018年公開）

順位 IPC 分野 件数

特許権実施等件数 0 実施等件数
あたり

研究者あたり 不実施補償を求めない場合がある 特許権実施等収入（千円） 0

特許出願件数 4 0.052 原則、不実施補償は求めない

企業ニーズに適応した技術移転・事業化提案 ○

職務発明の帰属
大学 発明者 不実施補償の取扱

未設定 契約雛形の条項に従う

契約書での成果目標、達成時の明記

共同研究契約の締結/判断（契約権限の集中） ○

共同研究の進捗管理とフィードバック

共同研究等の企画・提案

専門家の配置 弁護士 弁理士 税理士 公認会計士 その他

産連本部 他部署 外部委託

0 0 0 0

実務担当者数 2 39 0 0 0

実務者当たり研究者数 0 0 0 0

0

順位※
受入額（千円） 件数 受入額（千円） 件数

93,018 17 97,288 16

http://lib-repos.fun.ac.jp/dspace/

■受託研究
2017年度 2018年度

77 0

社会連携センター

畠山　めぐみ

col@fun.ac.jp

673 2 600 1

0138-34-6549

件数

22,163 15 11,020

15％以上20％未満 有

7

16,886 12 9,700 8

16,213 10 9,100

受入額（千円） 件数 受入額（千円）

10

■共同研究
2017年度 2018年度

順位※

科研費 その他政府系資金

(千円)

民間資金

(千円)

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

金額 件数

63,440 29 96,718 14,645

無 有 無

　基 礎 情 報

公

立 公立はこだて未来大学

外部資金
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、赤色で表示されます。

産学連携へのインセンティブ

クロスアポイントメントの実績（人）

件

件

クロアポ規定 企業とのクロアポ 件

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実用化事例

内、マッチングを行い、契約締結した件数 0

0 平均(目安)交渉期間 1ヶ月以上3ヶ月未満

産学連携本部が関与した1000万円以上の共同研究 0

有 無 可能 不可 分野横断型共同研究

インセンティブ設計あり
第34回ビジネスEXPO 11月

インセンティブ設計なし

大学・民間企業以外

受入 派遣

民間企業

共同研究取扱規程

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象） イベント名

株式の取扱等規程、ポリシー

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学生対象）

研究成果有体物取扱規程

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学生対象）
イノベーション・ジャパン2020　－大学見本市

発明補償関係規程（教職員のみ対象）

メッセナゴヤ2020

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設立ポリシー・推進計画 支援総額（千円） 利用件数

有 無知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学生対象）

実施時期

８月

11月

インキュベーション施設

相談窓口 支援ファンド 有 無

有 無 有 無 部屋数

URA当たり研究者数

実務担当者数 0 大学発ベンチャー数 5

組織的産学連携活動

ベンチャー支援体制

産学官連携を目的とした主なイベント・外部の展示会等

その他の体制整備
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大学全体の経営理念における産学官連携活動の取組方針

大学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

民間企業
のみ 位

大企業 位

中小企業 位

※順位は2018年度の受入額を国公私立で比較したもの

運営費交付金 百万円

研究者数 名 実用化数 件

窓口

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

民間企業
のみ 位

産学連携担当部署 大企業 位

名 中小企業 位

※順位は2018年度の受入額を国公私立で比較したもの

※専門家を配置している場合は、赤色で表示されます。

産学連携業務分担

※該当する業務は、赤色で表示されます。

公

立 公立千歳科学技術大学(千歳科学技術大学)
「地域の知の拠点としての事業」「産業振興事業」「教育機関との連携事業」「地域での学生の活動」を主軸に、地域のステークホルダーと協

力し、広く活動を展開していきます。

　基 礎 情 報

教育面では、「理工学部」として、理学と工学を横断的に融合した学びを実践し、世の中の多様なニーズに

しっかりと応えていける人材の育成に取り組んでいます。また、研究面では、持続可能な社会の実現を目指

して、新しい材料の合成や生体の分析、医療への応用、さらには次世代のものづくりに対応するシステム開

発やサービス工学などに関する受託研究・共同研究を行っています。

科研費 その他政府系資金

(千円)

民間資金

(千円)

25％以上30％未満 有 無 有 無

金額 件数

18,070 10 26,816 12,079

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2017年度 2018年度

順位※

2019年4月の公立化に合わせ、「地域連携センター」を設置しました。学内には産学官連携コーディネー

ターを配置し、行政をはじめとする地域からの様々な相談を受け入れています。また、同センターにおいて、地

域の経済団体、教育機関、行政機関、NPO法人などをメンバーとする連携ネットワークを構築し、本学だけ

では解決できない課題にも取り組みます。

受入額（千円） 件数 受入額（千円） 件数

8,320 7 6,705 4

8,320 7 6,705 4

8,320 7 6,705 4

0 0 0 0

kenkyu@photon.chitose.ac.jp

https://www.chitose.ac.jp/research/production_index

■受託研究
2017年度 2018年度

41 0

教育連携・研究支援課

大沼　友一郎

0123-27-6044

順位※
受入額（千円） 件数 受入額（千円） 件数

29,698 7 27,390 4

3,016 4 574 2

実務者当たり研究者数 2,620 2 0 0

実務担当者数 6 7 396 2 574 2

産連本部 他部署 外部委託

共同研究等の企画・提案 ○

専門家の配置 弁護士 弁理士 税理士 公認会計士 その他

共同研究の進捗管理とフィードバック

企業ニーズに適応した技術移転・事業化提案

契約書での成果目標、達成時の明記

共同研究契約の締結/判断（契約権限の集中） ○

0 実施等件数
あたり

研究者あたり 不実施補償を求めない場合がある 特許権実施等収入（千円） 0

職務発明の帰属
大学 発明者 不実施補償の取扱

未設定 契約雛形の条項に従う

特許出願件数 0 0.000 原則、不実施補償は求めない

特許保有件数 0 0.000 その他

特許権実施等件数

出願数上位技術分野（2018年公開）

順位 IPC 分野 件数

1 B29 プラスチックの加工、可塑状態の物質の加工一般 1

外部資金

2
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、赤色で表示されます。

産学連携へのインセンティブ

クロスアポイントメントの実績（人）

件

件

クロアポ規定 企業とのクロアポ 件

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実用化事例

大学発ベンチャー数 4 インキュベーション施設

相談窓口 支援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 0

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設立ポリシー・推進計画 支援総額（千円） 利用件数

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学生対象） 有 無

共同研究取扱規程

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象） イベント名 実施時期

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学生対象）
interOpto　2020 1月

発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学生対象）

研究成果有体物取扱規程

株式の取扱等規程、ポリシー

nano tech　2020 1月

ビジネスEXPO 11月
インセンティブ設計なしインセンティブ設計あり

受入 派遣

大学・民間企業以外 産学連携本部が関与した1000万円以上の共同研究 0

民間企業 内、マッチングを行い、契約締結した件数 0

有 無 可能 不可 分野横断型共同研究 0 平均(目安)交渉期間 1ヶ月以上3ヶ月未満

組織的産学連携活動

ベンチャー支援体制

産学官連携を目的とした主なイベント・外部の展示会等

その他の体制整備
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大学全体の経営理念における産学官連携活動の取組方針

大学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

民間企業
のみ 位

大企業 位

中小企業 位

※順位は2018年度の受入額を国公私立で比較したもの

運営費交付金 百万円

研究者数 名 実用化数 件

窓口

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

民間企業
のみ 位

産学連携担当部署 大企業 位

名 中小企業 位

※順位は2018年度の受入額を国公私立で比較したもの

※専門家を配置している場合は、赤色で表示されます。

産学連携業務分担

※該当する業務は、赤色で表示されます。

出願数上位技術分野（2018年公開）

順位 IPC 分野 件数

特許出願件数 0 0.000 原則、不実施補償は求めない

特許保有件数 2 0.011 その他

特許権実施等件数 0 実施等件数
あたり

研究者あたり 不実施補償を求めない場合がある 特許権実施等収入（千円） 0

職務発明の帰属
大学 発明者 不実施補償の取扱

未設定 契約雛形の条項に従う

共同研究の進捗管理とフィードバック

企業ニーズに適応した技術移転・事業化提案

契約書での成果目標、達成時の明記

共同研究契約の締結/判断（契約権限の集中）

共同研究等の企画・提案

専門家の配置 弁護士 弁理士 税理士 公認会計士 その他

実務担当者数 8 23 0 0 0 0

産連本部 他部署 外部委託

0 0 590 1

実務者当たり研究者数 0 0 590 1

順位※
受入額（千円） 件数 受入額（千円） 件数

10,815 12 2,966 4

■受託研究
2017年度 2018年度

181 1

1,000 1 0 0

1

19,231 7 1,500 1

■共同研究
2017年度 2018年度

順位※

　自治体等との共同研究だけでなく、民間企業や広く多くの団体と情報交換・共有をおこない、全県体制

で地域課題の解決に取り組む。

受入額（千円） 件数 受入額（千円） 件数

27,201 9 5,627 13

18,231 6 1,500

金額 件数

37,830 42 27,016 2,328

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

　少子高齢化などから生ずる問題と向き合い、地域交通や事業承継、地域活性化などについて諸課題を

解決するための提言を行っている。

科研費 その他政府系資金

(千円)

民間資金

(千円)

間接経費の割合を定めていない 有 無 有 無

　基 礎 情 報

公

立 島根県立大学
　大学憲章において、地域のニーズに応え、地域と協働し、地域に信頼される大学を実現することを宣言しており、その一環として、共同研究

の実施など産学官連携に結び付くような活動に取り組んでいる。

外部資金
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、赤色で表示されます。

産学連携へのインセンティブ

クロスアポイントメントの実績（人）

件

件

クロアポ規定 企業とのクロアポ 件

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実用化事例

有 無 可能 不可 分野横断型共同研究 平均(目安)交渉期間

産学連携本部が関与した共同研究 0

民間企業 内、マッチングを行い、契約締結した件数 0

大学・民間企業以外

インセンティブ設計なしインセンティブ設計あり

受入 派遣

実施時期

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学生対象）

発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学生対象）

研究成果有体物取扱規程

株式の取扱等規程、ポリシー

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学生対象） 有 無

共同研究取扱規程

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象） イベント名

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設立ポリシー・推進計画 支援総額（千円） 利用件数

有 無 有 無 部屋数

大学発ベンチャー数 インキュベーション施設

相談窓口 支援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 0

組織的産学連携活動

ベンチャー支援体制

産学官連携を目的とした主なイベント・外部の展示会等

その他の体制整備

　自治体や地域の各種団体組織、一般県民、本学学生等、多くの参加を得て共同
研究の成果報告や学生研究発表会を開催している。
　本取組では、大学の教育・研究活動の成果を広く紹介するとともに、地域ニーズ
や地域共通課題の共有を図り、産学官連携のきっかけとなる本学と地域とのマッチ
ングを目指している。

概要 体制図等

全域フォーラム

産学官連携の新しい食品の開発

概要 図・写真・データ

中山間地域の人口減少による産業活動が減少していく中で、えごまパスタは、中山間地域
にあるレストランのコース料理１品として提供されることになり、過疎地における産業の発展
に寄与することができた。

・成果

公立大学法人島根県立大学は、有限会社本田商店との共同開発によりえごまを使用した新
しいパスタを製品化した。

・この成果により解決が図られた現在社会が直面する課題

・民間企業等から大学等に求められた事項

公立大学法人島根県立大学と、有限会社本田商店との連携協力により、地域食材の品質
を向上させ、健康的な食生活による疾患予防と豊かな食文化の発展に寄与する活動による
もの。

・研究開発のきっかけ

公立大学法人島根県立大学と、有限会社本田商店との連携協力に関する協定の締結によ
るもの。

・実用化まで至ったポイント、要因

体によいとされるα－リノレン酸を多く含むえごまとパスタを組み合わせた。

大学が持つ強み（栄養学・医学、学生の社会貢献など）と企業が持つ強み（麺食品等の企
画・商材研究に関するものなど）を連携すること。

・技術の新しい点、パフォーマンスの優位性
・ファンディング、表彰等
・参考ＵＲＬ

えごまパスタの共同開発
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大学全体の経営理念における産学官連携活動の取組方針

大学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

民間企業
のみ 位

大企業 位

中小企業 位

※順位は2018年度の受入額を国公私立で比較したもの

運営費交付金 百万円

研究者数 名 実用化数 件

窓口

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

民間企業
のみ 位

産学連携担当部署 大企業 位

名 中小企業 位

※順位は2018年度の受入額を国公私立で比較したもの

※専門家を配置している場合は、赤色で表示されます。

産学連携業務分担

※該当する業務は、赤色で表示されます。

出願数上位技術分野（2018年公開）

順位 IPC 分野 件数

特許出願件数 0 0.000 原則、不実施補償は求めない

特許保有件数 0 0.000 その他

職務発明の帰属
大学 発明者 不実施補償の取扱

未設定 契約雛形の条項に従う 0 実施等件数
あたり

研究者あたり 不実施補償を求めない場合がある 特許権実施等収入（千円） 0

特許権実施等件数

契約書での成果目標、達成時の明記 ○

共同研究契約の締結/判断（契約権限の集中）

共同研究の進捗管理とフィードバック ○

企業ニーズに適応した技術移転・事業化提案

実務担当者数 6 15 3,888 4 1,000 2

実務者当たり研究者数 1,050 2 6,129 6

共同研究等の企画・提案

専門家の配置 弁護士 弁理士 税理士 公認会計士 その他

産連本部 他部署 外部委託

12,337 14 14,524 17

4,938 6 7,129 8

90 0

地域連携政策センター

丸山　泰

096-321-6612

renkei-c@pu-kumamoto.ac.jp

http://www.pu-kumamoto.ac.jp/

http://www.pu-kumamoto.ac.jp/site2010/php/researcher/researcher_info.php

■受託研究
2017年度 2018年度

順位※
受入額（千円） 件数 受入額（千円） 件数

300 1 0 0

5,541 1 4,451 1

受入額（千円） 件数 受入額（千円） 件数

6,341 3 4,451 1

5,841 2 4,451 1

■共同研究
2017年度 2018年度

順位※

15％以上20％未満 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

科研費 その他政府系資金

(千円)

民間資金

(千円)金額 件数

78,710 44 29,591 12,283

　基 礎 情 報

公

立 熊本県立大学
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、赤色で表示されます。

産学連携へのインセンティブ

クロスアポイントメントの実績（人）

件

件

クロアポ規定 企業とのクロアポ 件

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実用化事例

内、マッチングを行い、契約締結した件数 0

有 無 可能 不可 分野横断型共同研究 0 平均(目安)交渉期間 1ヶ月以上3ヶ月未満

産学連携本部が関与した1000万円以上の共同研究 0

民間企業

受入 派遣

大学・民間企業以外

インセンティブ設計あり インセンティブ設計なし

実施時期

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学生対象）

発明補償関係規程（教職員のみ対象）

株式の取扱等規程、ポリシー

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象） イベント名

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学生対象）

研究成果有体物取扱規程

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学生対象） 有 無

共同研究取扱規程

有 無 有 無 部屋数

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設立ポリシー・推進計画 支援総額（千円） 利用件数

インキュベーション施設

相談窓口 支援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 0 大学発ベンチャー数

組織的産学連携活動

ベンチャー支援体制

産学官連携を目的とした主なイベント・外部の展示会等

その他の体制整備
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大学全体の経営理念における産学官連携活動の取組方針

大学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

民間企業
のみ 位

大企業 位

中小企業 位

※順位は2018年度の受入額を国公私立で比較したもの

運営費交付金 百万円

研究者数 名 実用化数 件

窓口

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

民間企業
のみ 位

産学連携担当部署 大企業 位

名 中小企業 位

※順位は2018年度の受入額を国公私立で比較したもの

※専門家を配置している場合は、赤色で表示されます。

産学連携業務分担

※該当する業務は、赤色で表示されます。

出願数上位技術分野（2018年公開）

順位 IPC 分野 件数

特許出願件数 0 0.000 原則、不実施補償は求めない

特許保有件数 1 0.011 その他

特許権実施等件数 0 実施等件数
あたり

研究者あたり 不実施補償を求めない場合がある 特許権実施等収入（千円） 0

職務発明の帰属
大学 発明者 不実施補償の取扱

未設定 契約雛形の条項に従う

共同研究の進捗管理とフィードバック

企業ニーズに適応した技術移転・事業化提案

契約書での成果目標、達成時の明記

共同研究契約の締結/判断（契約権限の集中）

共同研究等の企画・提案

専門家の配置 弁護士 弁理士 税理士 公認会計士 その他

実務担当者数 1 95 0 0 0 0

産連本部 他部署 外部委託

0 0 0 0

実務者当たり研究者数 0 0 0 0

順位※
受入額（千円） 件数 受入額（千円） 件数

500 3 4,151 4

■受託研究
2017年度 2018年度

95 0

1,370 5 1,600 4

4

3,570 9 3,800 8

■共同研究
2017年度 2018年度

順位※
受入額（千円） 件数 受入額（千円） 件数

3,670 10 3,800 9

2,200 4 2,200

金額 件数

45,923 52 10,974 5,250

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

科研費 その他政府系資金

(千円)

民間資金

(千円)

10％以上15％未満 有 無 有 無

　基 礎 情 報

公

立 福岡女子大学

外部資金
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、赤色で表示されます。

産学連携へのインセンティブ

クロスアポイントメントの実績（人）

件

件

クロアポ規定 企業とのクロアポ 件

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実用化事例

有 無 可能 不可 分野横断型共同研究 平均(目安)交渉期間

産学連携本部が関与した共同研究 0

民間企業 内、マッチングを行い、契約締結した件数 0

大学・民間企業以外

インセンティブ設計なしインセンティブ設計あり

受入 派遣

実施時期

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学生対象）

発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学生対象）

研究成果有体物取扱規程

株式の取扱等規程、ポリシー

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学生対象） 有 無

共同研究取扱規程

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象） イベント名

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設立ポリシー・推進計画 支援総額（千円） 利用件数

有 無 有 無 部屋数

大学発ベンチャー数 インキュベーション施設

相談窓口 支援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 0

組織的産学連携活動

ベンチャー支援体制

産学官連携を目的とした主なイベント・外部の展示会等

その他の体制整備

だしの原材料となる「あなごの骨」は、その独自の臭みにより、加工が困難であったが、加工
時の加熱処理を加えることにより、原材料の臭みを消し、だしの実用化が成功した。

特になし

・技術の新しい点、パフォーマンスの優位性
・ファンディング、表彰等
・参考ＵＲＬ

・民間企業等から大学等に求められた事項

本学と宗像市との包括連携協定により、本学食品研究者が宗像市、宗像漁協との接な協力
体制をとっており、さらに民間企業「博多の味本舗」が参画することにより、産学官の連携が
強化され、実用化まで迅速に対応できた。

・研究開発のきっかけ

本学と宗像市との包括連携協定に基づく、宗像市からの個別相談が研究開発のきっかけと
なった。

福岡県宗像市では「あなご」の産地として、宗像あなごのブランド化に取り組んでいるが、一
方、あなごの加工の際にでる「あなごの骨」に関しては、現在廃棄対象となっており、その活
用が望まれてきた。

・成果

あなごの加工後に残る骨・頭を活用し、独自の加工を行うことで臭みを消し、あなごの風味を
引き出すことに初めて成功した。

・実用化まで至ったポイント、要因

宗像産「あなごだし」の開発

概要 図・写真・データ

・この成果により解決が図られた現在社会が直面する課題
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大学全体の経営理念における産学官連携活動の取組方針

大学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

民間企業
のみ 位

大企業 位

中小企業 位

※順位は2018年度の受入額を国公私立で比較したもの

運営費交付金 百万円

研究者数 名 実用化数 件

窓口

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

民間企業
のみ 位

産学連携担当部署 大企業 位

名 中小企業 位

※順位は2018年度の受入額を国公私立で比較したもの

※専門家を配置している場合は、赤色で表示されます。

産学連携業務分担

※該当する業務は、赤色で表示されます。

特許保有件数 0 0.000 その他

出願数上位技術分野（2018年公開）

順位 IPC 分野 件数

特許権実施等件数 0 実施等件数
あたり

研究者あたり 不実施補償を求めない場合がある 特許権実施等収入（千円） 0

特許出願件数 0 0.000 原則、不実施補償は求めない

企業ニーズに適応した技術移転・事業化提案

職務発明の帰属
大学 発明者 不実施補償の取扱

未設定 契約雛形の条項に従う

契約書での成果目標、達成時の明記

共同研究契約の締結/判断（契約権限の集中） ○

共同研究の進捗管理とフィードバック

共同研究等の企画・提案

専門家の配置 弁護士 弁理士 税理士 公認会計士 その他

産連本部 他部署 外部委託

3,359 5 2,688 4

実務担当者数 1 95 3,359 5 1,530

実務者当たり研究者数 0 0 1,158 2

2

順位※
受入額（千円） 件数 受入額（千円） 件数

5,636 8 5,450 11

https://www.yamaguchi-pu.ac.jp/ca/qu/sangakukourenkei/

https://portal.ypu.jp/kg/html/japanese/index.html

■受託研究
2017年度 2018年度

95 0

地域共生センター

中島　玲子

cccd@yamaguchi-pu.ac.jp

660 1 343 2

083-928-5622

件数

2,853 11 2,000

20％以上25％未満 有

0

660 1 343 2

0 0 0

受入額（千円） 件数 受入額（千円）

10

■共同研究
2017年度 2018年度

順位※

科研費 その他政府系資金

(千円)

民間資金

(千円)

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

金額 件数

49,320 34 3,154 3,053

無 有 無

　基 礎 情 報

公

立 山口県立大学

外部資金

3

1
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産学連携担当部署の体制
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1 1
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、赤色で表示されます。

産学連携へのインセンティブ

クロスアポイントメントの実績（人）

件

件

クロアポ規定 企業とのクロアポ 件

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実用化事例

内、マッチングを行い、契約締結した件数 0

0 平均(目安)交渉期間 1ヶ月以上3ヶ月未満

産学連携本部が関与した1000万円以上の共同研究 0

有 無 可能 不可 分野横断型共同研究

インセンティブ設計あり インセンティブ設計なし

大学・民間企業以外

受入 派遣

民間企業

共同研究取扱規程

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象） イベント名

株式の取扱等規程、ポリシー

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学生対象）

研究成果有体物取扱規程

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学生対象）

発明補償関係規程（教職員のみ対象）

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設立ポリシー・推進計画 支援総額（千円） 利用件数

有 無知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学生対象）

実施時期

インキュベーション施設

相談窓口 支援ファンド 有 無

有 無 有 無 部屋数

URA当たり研究者数

実務担当者数 0 大学発ベンチャー数 0

組織的産学連携活動

ベンチャー支援体制

産学官連携を目的とした主なイベント・外部の展示会等

その他の体制整備
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大学全体の経営理念における産学官連携活動の取組方針

大学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

民間企業
のみ 位

大企業 位

中小企業 位

※順位は2018年度の受入額を国公私立で比較したもの

運営費交付金 百万円

研究者数 名 実用化数 件

窓口

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

民間企業
のみ 位

産学連携担当部署 大企業 位

名 中小企業 位

※順位は2018年度の受入額を国公私立で比較したもの

※専門家を配置している場合は、赤色で表示されます。

産学連携業務分担

※該当する業務は、赤色で表示されます。

出願数上位技術分野（2018年公開）

順位 IPC 分野 件数

特許出願件数 0 0.000 原則、不実施補償は求めない

特許保有件数 0 0.000 その他

特許権実施等件数 0 実施等件数
あたり

研究者あたり 不実施補償を求めない場合がある 特許権実施等収入（千円） 0

職務発明の帰属
大学 発明者 不実施補償の取扱

未設定 契約雛形の条項に従う

共同研究の進捗管理とフィードバック

企業ニーズに適応した技術移転・事業化提案

契約書での成果目標、達成時の明記

共同研究契約の締結/判断（契約権限の集中）

共同研究等の企画・提案

専門家の配置 弁護士 弁理士 税理士 公認会計士 その他

実務担当者数 2 54 0 0

産連本部 他部署 外部委託

0 0

実務者当たり研究者数 0 0

順位※
受入額（千円） 件数 受入額（千円） 件数

0 0

■受託研究
2017年度 2018年度

108 0

研究所グループ

小田　直子

078-794-8161

chiikikouken@office.kobe-cufs.ac.jp

■共同研究
2017年度 2018年度

順位※
受入額（千円） 件数 受入額（千円） 件数

1,618 1

金額 件数

0

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

科研費 その他政府系資金

(千円)

民間資金

(千円)

間接経費の割合を定めていない 有 無 有 無

　基 礎 情 報

公

立 神戸市外国語大学

外部資金
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、赤色で表示されます。

産学連携へのインセンティブ

クロスアポイントメントの実績（人）

件

件

クロアポ規定 企業とのクロアポ 件

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実用化事例

有 無 可能 不可 分野横断型共同研究 0 平均(目安)交渉期間 1年以上

産学連携本部が関与した1000万円以上の共同研究 0

民間企業 内、マッチングを行い、契約締結した件数 0

大学・民間企業以外

インセンティブ設計なしインセンティブ設計あり

受入 派遣

実施時期

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学生対象）

発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学生対象）

研究成果有体物取扱規程

株式の取扱等規程、ポリシー

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学生対象） 有 無

共同研究取扱規程

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象） イベント名

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設立ポリシー・推進計画 支援総額（千円） 利用件数

有 無 有 無 部屋数

大学発ベンチャー数 インキュベーション施設

相談窓口 支援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 0

組織的産学連携活動

ベンチャー支援体制

産学官連携を目的とした主なイベント・外部の展示会等

その他の体制整備
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